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住宅購入の際、ご両親からの資金援助を受ける方も多いと思います。資金援助は

贈与とみなされ「贈与税」がかかるのが普通ですが、住宅購入で資金援助を受け

る場合は、非課税制度があります。

7 住宅取得資金に関する贈与税の非課税制度について

消費税引上げの緩和策として、住宅を取得された方に、年収（住民税所得割）に応じて給付されます。なお、現金取得者の場合は５０歳

以上（めやす年収６５０万円以下）の方が対象です。消費税率が８％の場合と１０％の場合で、下記の表のとおり給付額が異なります。

すまい給付金の申請は、取得した住宅に入居した後に可能になります。

すまい給付金事務局に郵送で申請する『郵送申請』、または全国に設置されているすまい給付金申請窓口に持参して申請する『窓口

申請』があります。

6 すまい給付金について5 住宅ローン減税について

住宅資金の援助をするなら、受けるなら
ご両親・ご祖父母さまからの
住宅取得資金贈与の特例（非課税枠　最大1,000万円）

●贈与税の非課税枠

【贈与できる方】　直系尊属の方（ご両親・ご祖父母さまなど）
【贈与される方】　18歳以上の方（合計所得金額2,000万円以下）

※上記の例は、他に特例贈与財産がない場合です。

2022年10月に一般住宅の購入で、祖父から1,000万円贈与を受けた場合
1,000万円ー500万円ー110万円＝390万円 ・・・・ 贈与税48.5万円

住宅ローン減税については、これまでの認定住宅に加え、ZEH※1水準省エネ住宅、省エネ基準適合住宅について借入限度額の上乗

せ措置が講じられるほか、控除率の0.7%への引下げ、所得要件の2,000万円以下への引下げ、適用を受けるための手続きの簡素化

などが行われます。また、適用期限は2025年12月31日までに延長されました。

贈与期限 ： 2023年12月31日まで

暦年課税なら更に110万円まで非課税

＊暦年課税 ・・・年単位で課税する方式で110万円
までは非課税（基礎控除）となります。

住宅ローン減税の申請手続きフロー 減税を受けるには、必要書類を添付して「確定申告」を行う必要があります。
給与所得者の方の場合は、2年目以降は勤め先の年末調整で行うことができます。 たとえば

～2021年12月31日 2022年1月1日～2023年12月31日

住宅契約時期 2020年4月～2021年12月 契約時期に関係なし

消費税率10%
1,000万円

上記以外

上記以外

良質住宅※1

上記以外
消費税率10%

500万円

1,500万円

1,000万円
1,000万円

500万円

消費税率10％の場合
めやすの年収

450万円以下
給付額

50万円
450万円超　525万円以下 40万円
525万円超　600万円以下 30万円
600万円超　675万円以下 20万円
675万円超　７７５万円以下 １０万円

消費税率8％の場合
めやすの年収

425万円以下
給付額

30万円
425万円超　475万円以下 20万円
475万円超　510万円以下 １０万円

すまい給付金［一定期間内※1に契約した場合には、給付金の対象となる引渡し・入居期限が2022年12月31日まで延長］

※居住年が2023年以降である者が、2024年1月1日以降に行う確定申告および年末調整からは「工事請負契約書」などの添付は不要になります。

入居の翌年の
確定申告時に申請添付書類の依頼・入手入居（6カ月以内）住宅の取得

控除期間 控除率 住民税からの控除上限額最大控除額

※5 13年間 1％ 13.65万円／年
（前年度課税所得×7％）

［11～13年目］
※7 参照

［1～10年目］
※6 4,000万円×1％×10年＝400万円

※5　控除期間13年間の特例
2020年10月1日から2021年9月30日までに契約した新築住宅（既存住宅等の場合は2020年12月1日から2021年11月30日）で2022年12月31日までに居住の用に供した場合に適用されます。

※6　「認定住宅（認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅）に係る住宅借入金等特別控除」については、下記①②の限度額の4,000万円が5,000万円となります。
※7　11年目～13年目は、以下の①②のうちいずれか少ない方の金額が3年間に渡り所得税の額等から控除されます。

①住宅ローン残高又は住宅の取得対価（上限4,000万円）のうちいずれか少ない方の金額の1%
②建物の取得価格（上限4,000万円）の2％÷3

住宅ローン減税［一定期間内に契約した場合には、2022年12月31日までの入居者が対象］

※合計所得金額が1,000万円以下の場合は、床面積40㎡以上へ引き下げ

※1　一定期間内
注文住宅の新築の場合：2020年10月1日から2021年9月30日まで
分譲住宅・中古住宅購入の場合：2020年12月1日から2021年11月30日まで

※2　共同名義の住宅の給付額は持分割合となります。
※給付金の対象となる住宅の床面積要件が50㎡以上から40㎡以上に緩和されます。

※1　良質住宅：耐震、省エネまたはバリアフリーの住宅用家屋

※1　ZEH（ゼッチ）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）とは、「外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに高効率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを
実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一次エネルギー消費量の収支がゼロとすることをめざした住宅」をいいます。

※2　買取再販住宅とは、「個人・法人から中古物件を廉価で買い取り、設備の充実化・省エネ化・バリアフリー化・耐震補強工事などといったリノベーションを行って、新たに購入を考えている個人に
斡旋するための住宅」をいいます。

※3　2024年1月1日以後に建築確認を受ける新築住宅等（登記簿上の建築日付けが2024年6月30日以前のものを除く）については適用対象外。
※4　適用年分の合計所得金額が1,000万円以下の者については、2023年12月31日までに建築確認を受けた新築住宅等は40㎡以上50㎡未満も対象。

借入限度額

控除期間

控除率

※4 床面積要件

※4 所得要件

一般住宅

2022年・2023年

3,000万円
2024年・2025年

2,000万円
認定住宅 5.000万円 4,500万円

ZEH水準省エネ住宅 4,500万円 3,500万円
省エネ基準適合住宅 4,000万円 3,000万円

一般住宅 13年
認定住宅・ZEH水準省エネ住宅・省エネ基準適合住宅 13年

0.7%
50㎡以上

適用年分の合計所得金額が2,000万円以下

10年

※3

〈新築・買取再販※2の場合〉

控除限度額

居住年が2022年1月1日～2025年12月31日まで

所得税の課税総所得金額等×5%（最高97,500円）

〈個人住民税における住宅ローン控除の限度額〉

住宅ローン減税［2022年1月1日～2025年12月31日まで4年延長］

●自ら居住すること
住宅の引渡しまたは工事の完了から6カ月以内に、減税を受けようとする方が自ら居住する
必要があり、居住の実態は住民票により確認されます。

●床面積が50㎡以上であること（一部40㎡以上）
合計所得金額が1,000万円以下の場合は床面積が40㎡以上50㎡未満も対象となります。

●住宅ローン等（借入期間10年以上）が年末にあること
●控除を受ける年の合計所得金額が2,000万円以下であること
●中古住宅の場合は、1982年以降に建築された住宅
　（新耐震基準適合住宅）であること
●増改築の場合は、工事費が100万円以上であること

住宅ローン減税制度利用の要件対象となる住宅
●新築住宅
●中古住宅（耐震性能を有していること）
●増築・リフォーム（100万円以上の工事費の場
合など要件あり）
※ただし、省エネやバリアフリーの場合は、別の
リフォーム減税（特定増改築等住宅借入金
等特別控除）の方が有利な場合があります
ので、ご確認ください。リフォーム減税との重
複利用はできません。

※2 ※2
























